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1　�はじめに�
  ―パンデミックの終わりを見据えて―

　新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡
大により、国境を越える人の移動が制限され
ていた時期はようやく終点が見えてきたよう
だ。2022年の秋から国内の主要観光地では外
国人観光客の姿が明らかに増え、大都市の街
なかは以前の活気を取りもどしつつある。数
年間にわたり厳しい環境のなかで事業を進め
てきた自治体の国際関係担当者も、ようやく
本来想定していた取り組みができるように
なってきたのではないか。
　私がこの１年くらいの間でインタビュー調
査を行った多くの自治体の国際関係部門にお
いて、担当者の方は「新しい生活様式」に対
応した国際業務を工夫して行っていた。中小
企業の海外展開や地域産品の海外販路開拓を
支援する取り組みでは、国境を越える電子商
取引（Electronic Commerce：EC）へのニー
ズが高まっていた。個人や地方の小さな商店
でも、AmazonなどグローバルなECプラット

フォームを通じて低コストで世界各地へ輸出
することができるようになっている。自治体
がこのような越境ECサイトに地場産品を出展
したり、YouTubeやInstagramなどのソーシャ
ルメディアで影響力を持つインフルエンサー
が商品を体験している動画を放映する「ライ
ブコマース」の展開といった、これまでにな
いツールを活用した取り組みが進められてい
た。
　そして、海外での地域プロモーションの取
り組みは急速に復旧している。2022年８月の
シンガポールでは自治体の海外事務所の取り
組みとして、中心部ダンジョンパガーのJRカ
フェで、日本の地ビールイベントが開催され
ていた。11月の英国ロンドンでは、ジャパン
ハウスという外務省が設置した日本文化発信
施設で「飛騨の匠、伝統は未来を拓く」と題
した特別展が開催されていた。施設の中にあ
るシアターでは、岐阜県および高山市役所担
当者の臨席のもと飛騨の木工職人によるデモ
ンストレーションが行われていた。

　各国で新型コロナウイルス感染症による入国規制が緩和され、日本でも主要な観光地で外国人観光客の姿を
よく見かけるようになりました。当研修所（JIAM）も昨夏３年ぶりに海外研修を行い、いよいよ自治体にお
ける国際戦略の取り組みも本来の形に戻る時期になったことを実感しています。
　今回は、これからの自治体における国際戦略のあり方やそのための人材育成について、日本の自治体が国際
化に取り組む意義や先進的な実践事例とともに、追手門学院大学地域創造学部地域創造学科教授の藤原直樹氏
にご寄稿いただきました。

グローバル化時代の自治体国際戦略
と人材育成
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ロンドン・ジャパンハウスにおける岐阜県高山市の木工展示・試演　2022年11月筆者撮影
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 2　自治体が国際化に取り組む意義
　感染症の世界的拡大が人々にもたらしたも
のは、ITを使った仕事や生活の変化であろう。
これまで当たり前のように毎日オフィスや学
校に行き仕事や授業を受けていたことが、必
然ではなくなった。高密度の都市に居住する
ことは引き続き人気があるとしても、多様性
のあるライフスタイルが以前よりも認められ
るようになった。サイコロでランダムに行き
先が決まるような鉄道切符や航空券に人気が
出て、モノやサービスの価値が、それがもた
らす機能のみならず、固有性や縁・きっかけ、
ストーリーといった非物質的価値を重視する
流れは高まっている。
　先ほどのジャパンハウスでも、日本酒やナ
イフ、食器、木工製品といった地域産品を紹
介する際には、その商品機能・性能だけで購
入を促すようなアプローチを採用しない。ど
のような歴史を有する技術で、どのような材
料を使って、どのような見識と経験を有する
職人がどのような工法で製作するかといった、
生産過程のストーリーを丁寧に発信して商品
に「意味付け」を行うことで、プレミアムあ
るいはグローバルラグジュアリィといわれる
中高価格帯の市場にふさわしいものとして消
費者に訴えている。これは「モノ消費」から「コ
ト消費」という流れに沿うマーケティングで
あり、消費者は商品の機能とともに、その伝
統・歴史や職人が生み出すストーリーとの「縁・
つながり」を購入している。
　その他にも、宮城県仙台市はフィンランド
のオウル地域、和歌山県田辺市はスペインの
サンティアゴ・デ・コンポステーラ市、佐賀
県唐津市はフランスの化粧品クラスターと協

力連携協定を締結し、それぞれの地域の企業
間や産学官の国際連携による地域企業の国際
化・高度化、観光連携を進めている。
　さらに、人口8,500人の北海道東川町は町営
の日本語学校を運営し、外国人の中長期滞在
人口を増加させるとともに、将来的にはその
ような学校の卒業生が介護人材として地域に
定住するような仕組みを構築しようとしてい
る。同町は「写真の町」を掲げ国際写真コン
テストを実施し海外と交流するとともに、そ
こで培ったつながりを活用して公営日本語学
校を運営し数百人の留学生が町で暮らす。
　留学生は小学校などで地域の学生と交流し、
ソーシャルメディアで同町での生活を発信す
ることにより東川町を世界にPRする。町の広
報誌「広報ひがしかわ」では毎号に地域に滞
在する留学生のコメントや国際交流員のエッ
セイが記載されている。こうして多様性を認
める雰囲気をつくることで、オープンで国際
的なまちというストーリーにより、日本の子
育て世代を含む若い人たちが東川町へ移住す
るきっかけをつくっている。長崎県五島市や
鳥取県鳥取市においても日本語学校を設置・
誘致支援し、ベトナムからの青年を教育して
地元を中心とする進学や中小企業への人材紹
介へとつなげている。
　これらのことから、自治体が国際化に取り
組む今日的意義は、地域に新しい視点を持ち
込むことにより、地域の新しい価値を発見し、
また開発することである。それぞれ固有の経
験が価値を生み出し、それが県産品や同地に
対する関心を高め、旅行や商品購入のきっか
けとなる。自治体の戦略的な国際政策やネッ
トワークは公共財として、社会資本として道

（左）東川暮らし体験館、（右）東川町立日本語学校の授業　2022年12月筆者撮影
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路や橋を整備するのと同じように外国地域と
の交流を円滑化し、それぞれの地域を意味付
けする役割を果たす。

3　自治体の国際戦略のあり方
　自治体の国際政策は主として海外都市との
姉妹都市交流を中心に事業実施されてきたが、
2000年以降のニューパブリックマネジメント
の動きとともに、より実利的な交流が進めら
れるようになっている。自治体の公共サービ
スは、そのほとんどが地域住民を対象とし独
占的に供給されるものであり、競争相手はい
ない。一方で、ビジネスやその集合としての
産業は、企業や国・地域を単位として競争的
であり、絶対的ではなく相対的な財やサービ
スの内容で優劣が決定される。それぞれの地
域をグローバルな都市・地域間競争の中でど
のように経営していくのか、自治体の国際戦
略が重要となる。
　リーマンショックに続き中国のGDPが日本
を超えた2010年以降、全国の都道府県および
政令指定都市の地方自治体の多くで「国際戦
略」といってよい、地域が海外とつながるこ
とによる活性化をめざす行政計画が策定され
ている。自治体国際戦略の推進は、地域の強
みを意識して、地域資源をどのようにして開
発し、世界に対してどのように発信していく
か、外国人たちをどのようにして受け入れて
いくのかといったことを、地域のまちづくり
として考えることである。また、海外の視点
を地域に呼び込んで、地域の新たな発見をも
たらすシステムづくりでもある。
　自治体国際戦略では、人口100万人を超える
ような大都市だけでなく人口10万人、あるい
は数千人の自治体でも先ほどの事例で見たよ
うに様々なことができる。日本の人口密度は
欧米と比較すると極めて高い。例えば大阪府
の人口は約880万人でスウェーデンの全人口に
ほぼ匹敵する。アイルランドの首都はダブリン
であるが、その人口は54万人で、第２の都市
コークは12万人になる。2022年６月、私が訪
問したアイルランドでは首都に次ぐ「第２番目
の都市群（second tier cites）」として第３の都
市ゴールウェイ（人口８万人）が国外からコー
ルセンターを誘致するなど国際戦略をどのよ

うに進めていくかが議論されていた。このよう
に、世界からみれば、日本の地方都市の人口
規模でも一定の存在感を有することができる。
　多くの自治体の国際戦略の内容は「外需の
獲得」「外需の呼び込み」「人材育成」と大き
く３つの柱に分類できる。第１の「外需の獲得」
は地域産品の海外販路開拓や地場中小企業の
海外展開など、海外市場に向けて地域資源を
活用したり、企業や大学といった地域のアク
ターを支援する（外需を取りにいく）もので
ある。第２の「外需の呼び込み」は、観光客
のような形で外国人を地域に呼び込むことで
消費の増加をめざすものであり、さらには外
国人の労働力や新たな視点が直接的また間接
的に地域経済の発展に貢献することを期待す
るものである。第３の「人材育成」は、上記
第１・２の目的を達成するために自治体職員
や地域で事業に関わる人々、さらには外国人
も含めて人材育成を図るものである。
　次図は自治体が採用することのできる国際
戦略施策を自治体の規模（都道府県・政令指
定都市、県庁所在地・中核市、その他市町村）
によって分類したものである。外国人観光客
誘致は全ての規模の自治体においてできるが、
都道府県や政令指定都市のような都市機能の
集中や一定の産業規模が認められるところで
あれば、企業等の会議、報奨・研修旅行、国
際機関・団体、学会等が行う国際会議、展示会・
見本市、イベントの頭文字を使ったMICE誘
致であるとか、最先端技術の開発と集積を高
める産業政策、地場の中小企業による海外展
開の支援や、専門知識を有し知識産業に従事
する高度人材と呼ばれるような人々を誘致し
ている。もう一方で、比較的小規模の自治体
でも、観光まちづくりとかロケーション（映画・

1

都道府県
政令指定都市

県庁所在地
中核市

その他
市町村

外資系企業誘致

ハイテク・技術
イノベーション支援

外国人観光客誘致

高度人材誘致 イノベーション
外国籍住民誘致
（社会維持）

中小企業海外拠点展開支援

国際 誘致 観光まちづくり・ロケ誘致

地域産品 農産物・工芸品）
海外販路開拓支援
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ドラマの撮影場所）誘致といった手法で外国
人観光客を呼び込むもの、農産物や工芸品の
海外販路開拓などは、日本貿易振興機構や日
本政府観光局といった独立行政法人による支
援を受けることにより可能である。東川町の事
例でみた日本語学校整備のような取り組みも、
広い意味での社会維持に向けた外国籍住民誘
致といえる。
 
4　�おわりに�
 ―自治体国際戦略を担う人材育成―

　自治体国際戦略の推進は、海外の視点を地
域に呼び込み、新たな価値を生み出すシステ
ムづくりである。どのようにして地域の強み
を活かし、地域資源を開発し、世界に対して
発信し、外国人たちを受け入れていくかを考
えなければならない。地方においてグローバ
ルに訴求できる商品やまちづくりといったも
のが生まれてくるのであれば、それは外国人
観光客の誘致、中小企業の海外販路開拓や輸
出による外貨獲得といった経済効果以上に、
地域住民も楽しませる存在となる。アフター
コロナの社会において国際的な人の移動が復
旧していくなかで、国際的な観点も含めた地
域の発展可能性、人口規模にかかわらず多く
の自治体が当事者意識を持って検討すること
により、地方が直接海外と接続し、それによ
り日本の様々な地域で住民がより選択肢の多
い仕事や生き方に近づけるような日本の地方
を期待したい。
　なお、自治体による実利的な国際戦略が求
められるけれども、既存の姉妹都市を中心と
する行政・文化、青少年の国際交流親善もあ
らためて重要であることを指摘したい。自治
体による国際的な姉妹都市交流の意義は、国
を主体とする国際外交とは異なる国境を越え
た市民と市民の交流による世界平和の実現で
ある。市民が観光やビジネスで国境を越えて
相互に往来し共感を得られることは、昨年来
から緊張を高める国際情勢において希望とな
るものである。
　このような国際的戦略の実施において自治
体職員に求められる能力は、国内外の経済や
地域産業の現状の理解を大前提として、効果
的な交流・支援事業の企画・立案、国内外の

政府機関や民間企業との調整（一定の英語能
力や異文化に対する許容性が求められること
もある）、業務委託も含めた自治体内部規程に
基づく予算決算、契約、事業実施事務能力で
ある。近年、政府機関におけるDXとそれを担
う人材育成が求められているが、国際関係で
も専門性を発揮する自治体職員が、効果的な
自治体国際戦略の遂行のためには必要となる。
　このような職員は、実際にそのような業務
への従事（OJT）を通じて知識や技能を得る
とともに、全国市町村国際文化研修所（JIAM）
での集中的な研修、自治体国際化協会、日本
貿易振興機構、日本政府観光局、外務省（在
外公館）、自治体の海外連携先等への派遣など
により育成される。若手から中堅どころの自
治体職員が海外のまちづくりや政策を理解し、
多文化共生の感覚を高めることで職場のリー
ダーとなり、国際戦略に積極的なリーダーシッ
プを発揮する首長（知事・市長等） と二人三
脚で、グローバル化が進むなかでの地域の国
際戦略を進めてほしい。
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